
-平成27年度事務事業実績評価表 政策№ 2 施策№ 25 事業№ 17 6

事務事業名 犯罪被害者等支援事業
会計 一般会計 実施区分

事業種別 政策 開始 18 終了
H28担当課等名 男女共同参画課 H28係等名 男女共同参画係 H27係等名 男女共同参画係

基本計画上
の位置づけ

政策 2 地育力によるこころ豊かな人づくり

施策 25 共に歩む社会づくりの推進

目
的

対象（誰・何を） 全市民

対
象
指
標

指標名及び単位 27年度数値

飯田市の人口（人） 101743
意図（どういう状態
にするか）

犯罪被害者等が、犯罪により受けた被害を回復、軽減
し、被害状況等に応じた適切な支援を行う。

向上させたい上位施
策の成果指標

日常生活の中で人権を尊重して行動している人の割合

目
標

種別 指標名及び単位 27年度計画 27年度実績 28年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

成果
指標

日常生活の中で人権を尊重して行動している人の割合
(％)

50 41.7 50 -

成果
指標

日常生活の中で人権を尊重意識を持っている人の割合
(％)

95 92.4 95 -

定性
目標

事
業
概
要

犯罪被害者等基本法に基づき、地方自治体が行うべき以下の事業に取り組む。
１　犯罪被害者等（犯罪被害者及びその家族、遺族）への相談及び情報提供
２　犯罪被害者等（犯罪被害者及びその家族、遺族）の人権を尊重する意識啓発の推進
３　犯罪被害者等（犯罪被害者及びその家族、遺族）の現状を、広く市民に理解を得るための広報活動
４　民間の犯罪被害者等支援団体への支援

事業内容 名称 活動指標

27
年
度
事
業
内
容

１　 ＮＰＯ法人長野犯罪被害者支援センターへの支援と連携
　　・犯罪被害者等への相談業務及び情報提供
　　・犯罪被害者等への直接支援（裁判所などへの付き添い等）
　　・犯罪被害者等への補助支援（各種申請記入の補助等）
２　広報
３　窓口担当者の資質向上、研修会等参加

2　広報等掲載回数
3　研修会等参加回数

２　　　　　　　　　1回
３　　　　　　　　　1回

事業コスト 26年度決算額 27年度予算額 27年度決算額 28年度予算額 特定財源内訳、補足

事業費計（千円）① 226 242 224 237

国庫支出金

県支出金

起債

その他

一般財源 226 242 224 237

人件費計（千円）② 179 179

正規職員所要時間 50 50

臨時職員所要時間

総事業費①+② 405 242 403 237

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

・広報いいだ、ウェブサイト等での広報や窓口へのチラシ配置などの啓発を実施した。
・担当者の研修会参加による理解と対応力向上を図った。
・犯罪被害者からの申し出に対して、関係機関と連携して対応した。

改革改善
の考え方

①問題
点

・犯罪被害者からの様々な要望に対して、適切な支援を速やかに提供する必要がある。

②改革
提案

・長野犯罪被害者支援センターと情報交換を行うとともに、適切な対応が速やかに提供できるよう被害者支援に向けた
連携体制を構築していく。


